
産
業
振
興
課
1
66
◆

1
1
1
8

「
蒲
郡
市
中
小
企
業
緊
急
対

策
信
用
保
証
料
補
助
金
制
度
」

取
扱
期
限
の
延
長

東
日
本
大
震
災
の
影
響
に
よ
る

景
気
低
迷
に
加
え
、
円
高
や
海
外

経
済
の
減
速
な
ど
に
よ
り
厳
し
い

経
営
環
境
の
続
く
市
内
中
小
企
業

の
資
金
繰
り
を
支
援
す
る
た
め
、

取
扱
期
限
を
6
カ
月
延
長
し
て
平

成
24
年
3
月
31
日
ま
で
と
し
ま

す
。

産
業
振
興
課
1
66
◆

1
1
1
9

愛
知
県
最
低
賃
金
の
改
正

「
愛
知
県
最
低
賃
金
」
は
、
10

月
7
日
か
ら
時
間
額
750
円
に
改
正

さ
れ
ま
し
た
。

日
給
制
、
月
給
制
労
働
者
の
場

合
は
、
時
間
当
た
り
の
金
額
に
換

算
し
て
最
低
賃
金
の
時
間
額
750
円

と
比
較
し
ま
す
。
ま
た
、
愛
知
県

の
特
定（
産
業
別
）最
低
賃
金（
7

業
種
）に
つ
い
て
は
、
現
在
調
査

審
議
中
で
す
の
で
、
今
後
の
改
正

状
況
に
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

問
合
先　
豊
橋
労
働
基
準
監
督
署

　

☎
０
５
３
２
◆

54
◆

１
１
９
２

税
務
収
納
課
1
66
◆

1
1
1
6

年
末
調
整
・
法
定
調
書
説
明
会

と　
き　
11
月
17
日
㈭

午
後
1
時
30
分
〜
3
時
30
分

と
こ
ろ　
市
民
会
館　

中
ホ
ー
ル

対　
象　
源
泉
徴
収
義
務
者

内　
容　
平
成
23
年
分
か
ら
変
更

と
な
る
16
歳
未
満
の
年
少
扶
養

親
族
な
ど
の
説
明
ほ
か
。

関
係
書
類
は
、
説
明
会
開
催
前

に
税
務
署
か
ら
郵
送
さ
れ
ま
す

の
で
、
関
係
書
類
を
持
参
の
う

え
出
席
し
て
く
だ
さ
い
。

問
合
先　
豊
橋
税
務
署
法
人
課
税

　

第
七
部
門

　

☎
０
５
３
２
◆

52
◆

６
２
０
１

※
自
動
音
声
案
内「
2
」で
す
。

税
務
収
納
課
1
66
◆

1
1
1
4

マ
イ
ホ
ー
ム
造
り
と
税
金
教
室

11
月
11
日
〜
17
日
の「
税
を
考

え
る
週
間
」に
関
連
し
て
開
催
し

ま
す
。

と　
き　
11
月
11
日
㈮

　

午
後
1
時
30
分
〜
4
時

と
こ
ろ　
市
民
体
育
セ
ン
タ
ー　

大
会
議
室

内　
容　
住
宅
を
新
・
増
築
し
た

と
き
に
か
か
る
税
金
や
、
税
の

軽
減
な
ど
に
つ
い
て
の
説
明

（
税
務
署
・
県
税
事
務
所
な
ど
）

税
務
収
納
課
1
66
◆

1
1
1
6

青
色
決
算
な
ど
説
明
会

と　
き　
12
月
2
日
㈮

　

午
後
1
時
30
分
〜
3
時
30
分

と
こ
ろ　
豊
川
市
文
化
会
館

　

中
ホ
ー
ル（
豊
川
市
代
田
町
１

-

20-

4
）

内　
容　
個
人
の
営
業
所
得
、
農

業
所
得
、
不
動
産
所
得
な
ど
の

決
算
書
の
記
載
方
法
な
ど
の
説

明
。

※
平
成
23
年
分
か
ら
、
青
色
申
告

決
算
書
用
紙
は
確
定
申
告
書
用

紙
に
同
封
さ
れ
ま
す
。（
説
明
会

の
前
に
は
郵
送
さ
れ
ま
せ
ん
）

※
青
色
申
告
決
算
書
、
収
支

内
訳
書
な
ど
の
用
紙
は

国
税
庁
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

（http://w
w
w
.nta.go.jp/

）

か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
。

※
申
告
書
の
提
出
は
e-

t
a
x

が
便
利
で
す
。

問
合
先　
豊
橋
税
務
署
個
人
課
税

第
一
部
門　

　

☎
０
５
３
２
◆

52
◆

６
２
０
１

※
自
動
音
声
案
内「
2
」で
す
。

【個人市民税】 ☎66◆1116
〇寄附金税額控除の適用下限額の引き下げ
　平成24年度分から、適用下限額が5,000円から2,000円に引き下げられます。
〇分離課税の上場株式などの配当所得および譲渡所得などの軽減税率の2年間延長
　軽減税率の特例措置が2年間延長され、平成25年12月31日までとなりました。軽減後の税率は
市民税1.8％、県民税1.2％のあわせて3.0％です。
〇非課税口座の開設開始の2年繰り下げ
　非課税口座とは、上場株式などについて1年1口座に限り取得対価100万円を限度に開設でき、口
座開設から10年以内は配当所得および譲渡所得が非課税となるものです。この非課税口座を開設
できる時期は平成24年から26年まででしたが、平成26年から28年までの間に変更になりました。
この改正は、「分離課税の上場株式などの配当所得および譲渡所得などの軽減税率の特例措置」が2
年間延長されたことによるものです。

【過料の創設と限度額の引き上げ】 ☎66◆1113～1116
　納税管理人・市民税・退職所得・固定資産税・軽自動車税・たばこ税および特別土地保有税の
申告書、軽自動車税の報告書を正当な事由がなく提出しなかった場合、10万円を限度として過料が
科せられることになりました。11月27日から適用されます。

市税条例の一部改正

2011.11

22
2011.11 広報●がまごおり

23
市役所本庁舎　（土・日・休日および年末年始を除く）午前8時30分～午後5時15分　166◆1111


